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Ⅰ．はじめに

日本における過去約 30 年間の外国人の増

加という事態を受けるとともに、海外、とり

わけ欧米における関連テーマの研究成果から

刺激を受け、国内在住の外国人に関する研究

成果がこれまで多数蓄積されてきた。筆者は、

人口減少時代を迎えた日本における外国人の

貢献、および人口移動や居住地の地域差と

いったテーマに関心を寄せてきた。一番新し

い成果としては、公的統計にある外国人関連

のデータを使って刊行した、多様な項目にわ

たる地図帳がある1）。

この地図帳には、都道府県単位あるいは市

区町村単位の全国地図や、町丁字単位の主要

都市の地図が、多数所収されている。これら

の一連の地図のそれぞれは、多くの有益な知

見を提供してくれる。とはいえ、各地図が意

味する内容の理解のみならず、一連の地図に

示された地域差の根本にある、外国人の居住

地選択の結果としての集住地が形成される要

因についての理解も進める必要がある。

また、日本では、特定の都市を取り上げた

外国人の集住地に関する成果が増えつつあ

り、個々の成果はなかなか興味深い知見をも

たらしてくれる2）。しかし、全体的にみれば、

当該都市の状況の説明に主たる関心が寄せら

れていることは否めず、個別の成果を越えた、

日本の外国人集住地の形成や変化に関する包

括的な検討は、不十分である。一方、海外、

特に米国において、こうしたテーマに関して

かなりの成果の蓄積がある。これらの先行研

究の詳細な論評としては、既に杉浦3）や福

本4）があるので、あわせてご参照いただけ

れば幸いである。

本稿の関心は、エスニックな少数派集団と

しての移民の集住やセグリゲーション、なら

びにその後の変容を促す基本的な要因にあ

り、それをまとめた説明的枠組としての空間

的同化論、多元論、ヘテロローカリズム論に

ある。これ以外にも、研究者が独自に枠組の

整理を行っているケース5）もあるが、ヘテ

ロローカリズム論の提唱者の Zelinsky and 

Lee 6）がこれら 3 つの枠組を挙げているし、

1980 年代以降の成果を「空間的同化論から

ヘテロローカリズム論へ」という流れで整理
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している事例もある7）。そのため、本稿では

紙幅の制約もあり、これら 3つの枠組に限定

して、既往研究の紹介・論評を行いたい。

本稿の目的は、こうした先行研究のレ

ビューを通じて、日本国内における在留外国

人の集住地形成やその後の変化に関する包括

的な説明のための示唆を得ることである。な

お、主に取り上げるのは、空間的同化論、多

元論、ヘテロローカリズム論という用語をタ

イトルやキーワードに含む論文である。

なお、上述した 3つの枠組に言及して、主

に米国におけるエスニック集団の都市内集住

地の考察を、経験的データを用いて行ってい

る研究では、対象とした都市、エスニック集

団、データソース、その年次、分析手法（地

図使用の有無、利用した指標や統計的方法）

がどのようなものかが、特定の枠組の経験的

妥当性や説明力に大きく影響することにな

る。また、日本の都市を対象に、上述の枠組

の適用可能性を探るには、これらの点を意識

したうえで判断・評価する必要がある。その

ため、読者の便宜も考え、以下でとりあげる

経験的分析の研究事例について第 1表を作成

した。なお、米国を対象とした研究における

分析の空間単位は、主にセンサストラクト

（census tract）または近隣地区（neighborhood）

である。

Ⅱ．空間的同化論

米国においては多くの人が、かつても現在

も、移民のセグリゲーションを説明するさい

に、同化論的な見解をとっている。空間的同

化（spatial assimilation）という概念は、20

世紀初頭のシカゴ学派社会学におけるエス

ニック集団の見方に、淵源を持っている8）。

これは、古典的同化論を空間的視座からみた

ものと理解することができる。しかし、1965

年の移民法の改正（ハート・セラー法）9）に

よって、それまでの国別割当制度が廃止され、

米国に流入する移民の構成が大きく変わっ

た。ヨーロッパからの移民の占める割合が減

少し、それとは逆に、アジアやラテンアメリ

カからの移民が増加することになった。高い

スキル、高学歴、優れた英語能力といった、

それまでと異なった属性を持つ移民の流入が

顕著となり、こうした新しい状況を踏まえた、

エスニック集団のセグリゲーションに関する

新しい理論が必要となったと考えられる。

同化とは、新規の移民がホスト国に入国後、

エスニックな少数派として、当該国のエス

ニックな多数派にいろいろな面で近づいてい

く過程をさしている。米国における同化理論

の発展に重要な役割を果たした Gordon は、

同化は次のような段階を経て進むと考えてい

る10）。少数派のエスニック集団としての新

移民は、まず言語、食事、慣習などの点で、

当該国のエスニックな多数派に近づいてい

く。こうした文化的な面を中心とする適応の

段階は、行動的同化あるいは文化的同化（文

化変容）と呼ばれる。次に、所得、職業、学

歴などで示される彼らの社会経済的な地位が

上昇する段階を迎えると、構造的同化が進行

する。さらに、エスニシティの異なる集団の

成員の間で結婚がみられる婚姻的同化の段階

に進むことになる。

ただし、Gordon をはじめとする米国の社

会学者は、都市内におけるセグリゲーション

に一定の関心を払ってはいたが、同化の過程

を空間的な観点から積極的に検討することは

ほとんどなかった。まさに、「近年の理論や

研究は、同化や階層化の空間的側面を見落と
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第 1表　空間的同化論・多元論・ヘテロローカリズム論の研究事例

著者 対象都市 エスニック集団 分析データ（年次）
分析方法

地図 指標 統計的方法

Massey and 
Mullan（1984）

米国南西部の 7

都市
黒人、ヒスパニック

センサス（1960、

1970）
―

非類似性指数、

P* 指数

判別分析、回帰分

析、パス解析

Massey and 
Denton
（1985）

ニューヨーク、

ロサンゼルス

ヒスパニック、プエル

トリコ系、黒人

近隣地区特性公共

利用サンプル

（1970）

― ―
回帰分析、パス解

析

Peach（1997） ロンドン

黒人―カリブ系、黒人

―アフリカ系、バング

デシュ系、インド系、

パキスタン系、中国系、

など

センサス（1991） 〇

非類似性指数、

隔離指数、P*
指数

―

Newbold and 
Spindler
（2001）

シカゴ、ニュー

ヨーク

ヨーロッパ系、ラテン

アメリカ系、アジア系

5％公共利用マイ

クロデータサンプ

ル（PUMS）（1990）

〇 ― 分散分析

Freeman
（2002）

ニューヨーク、

マイアミ
黒人 センサス（1990） ―

非類似性指数、

接触指数、隔離

指数

回帰分析

South, et al. 
（2005）

米国の都市

メキシコ系、プエルト

リコ系、キューバ系

（700 人）

ラティーノ全国政

治調査、所得動態

パネル研究、セン

サス（1990-95）

― ―
回帰分析、ロジス

ティック回帰分析

Wright, et al. 
（2005）

ロサンゼルス

メキシコ系、エルサル

バドル系、フィリピン

系、グアテマラ系、韓

国系、中国系、ベトナ

ム系、イラン系

人口・住宅センサ

スの個票（1990）
〇

立地係数、エン

トロピー指標、

非類似性指数

―

Hardwick and 
Meacham
（2005）

ポートランド

ロシア・ウクライナ系、

白人プロテスタント

系、ベトナム系の難民

センサス（2000） 〇 ― ―

Hardwick
（2006）

バンクーバー、

シアトル、ポー

トランド

ロシア系、ウクライナ

系の難民

センサス（2000、

2001）
〇 ― ―

Ellis, et al. 
（2006）

ロサンゼルス

メキシコ系、エルサル

バドル系、フィリピン

系、グアテマラ系、韓

国系、中国系、ベトナ

ム系、イラン系

人口・住宅センサ

スの個票（1990）
― 立地係数

ロジスティック回

帰分析

Chung and 
Brown（2007）

コロンバス
アフリカ系、アジア系、

白人、ヒスパニック

センサス（1990、

2000）
〇

立地係数、ロー

カル・モラン統

計量

―

Dennis（2007）
米国南東部の

15 都市
ラティーノ センサス（2000） 〇

非類似性指数、

立地係数
―

Kimber
（2010）

シラキュース アジア系

センサス（1970、

1980、1990、

2000）

〇 非類似性指数 ―

Brown and 
Sharma
（2010）

米国の上位 49

都市

アフリカ系、インド系、

アジア系、白人、ヒス

パニック

センサス（1970、

1980、1990、

2000）

―

多様性スコア、

エントロピー指

標

主成分分析、回帰

分析

筆者作成
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してきた」11）、のである。

空間的同化論は、前述の構造的同化の段階

で、移民の居住地選択という空間的な観点を

加えた考えであり、これにより、同化という

社会学的現象に対し地理学的考察を展開する

道が開かれることになった。具体的に述べる

と、移民の社会経済的地位が上昇すると、居

住地もエスニックな多数派に類似したものと

なるという見方である。すなわち、移民の居

住地が、同胞人口が多い、都市内のインナー

シティの集住地から、エスニックな多数派で

あるアングロ系白人の居住者の多い郊外に転

出していくと考える。

空間的同化という用語が、論文のタイトル

として初めて登場したのは、1984 年に発表

された Massey and Mullan の論文12）におい

てのようである。同論文では、黒人とヒスパ

ニックの比較検討が行われたが、ヒスパニッ

クの方が黒人より空間的同化が進んでいるこ

とが報告されている。また、Massey and 

Denton による翌年の論文13）では、プエル

トリコ系を加えた 3つの移民集団の比較が行

われ、空間的同化が、ヒスパニックで最も進

み、黒人が最も遅く、プエルトリコ系はその

中間に位置するという結論を得ている。

空間的同化論が登場してから、その妥当性

を経験的データによって検討する研究が現れ

るようになった。この枠組を基本的に支持す

る研究がある一方、一定の修正が必要である

とする研究もある。空間的同化論という枠組

自体を疑問視する研究もある。

まず、基本的な支持を表明する論文として

は、Fong and Shibuya がある14）。彼らは、米

国の都市における郊外化と住宅所有の関係に

ついて検討した。ちなみに、住宅所有は移民

の社会経済的地位向上の有力な指標と考えう

る。得られた知見は空間的同化論を支持する

ものであった。しかし、この枠組が完全なも

のではなく、矛盾する知見も得られている。

すなわち、郊外化と住宅所有の関係について

の分析の結果に基づいて、より多くの社会経

済的資源を持っていると考えられる世帯主

が、郊外ではなく、中心市に位置する住宅の

所有者となるケースも見られることに言及し

ている。

また、South, et al. は、メキシコ系、プエル

トリコ系、キューバ系の合計 700 人の移民に

関する縦断的分析から、彼らの居住地移動が

空間的同化論を広く支持しているという結論

を述べている15）。すなわち、社会経済的地

位の重要な指標である所得が多い移民ほど、

アングロ系白人の多い近隣地区へ移動する傾

向が強い。この論文は、得られた知見にエス

ニック集団ごとの違いがあることにも言及

し、それを分節化された空間的同化（seg-

mented spatial assimilation）と呼んでいる。

Farrell の論文も、空間的同化論を支持する

研究の事例とみなせる16）。センサスと米国

コミュニティ調査の 2000-02 年のデータを用

いて、17 か国出身の移民集団の郊外への移

動パターンを分析した。得られた知見から、

郊外に住む移民は、大都市に住む同一エスニ

シティの移民より、米国生まれの白人とのセ

グリゲーションが小さい、と述べている。多

くのエスニック集団が 2000 年代に急速に郊

外化を遂げているが、出身国ごとに郊外化の

比率に大きな違いも認められる、という。

Hall の研究17）も、空間的同化論を支持し

ている。本論文は、空間的同化論が含意する

居住地移動のさいの目的地が他州となる州間

移動をとりあげている。この研究は、所得・

プログラム参加調査から得られた、1996-99
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年から 2001-03 年にかけての移民 6,344 人の

縦断データを用いた興味深い研究であり、州

間移動が移動者の経済的地位の上昇に関係し

ていることを確認している。この論文は、空

間的同化の結果としての移動が、都市内の郊

外に限られるのではなく、当該都市圏を抜け

出た、より広い空間的範囲への分散となりう

ることを物語っている。この意味では、Wright 

and Ellis の主張18）と相通じるものがある。

さて、Wright, et al. の論文は、空間的同化

論を基本的に支持するが、Massey らの提起

した伝統的な空間的同化論の内容に問題があ

るとし、それを修正した空間的同化論を提示

している19）。両者の内容を要約した第 2 表

から、具体的な違いが理解できよう。彼らの

修正点は、エスニック集団の居住地変更は、

機械的に郊外へと向かうとは限らないこと、

社会経済的に成功した移民の転出先となりう

るのは、必ずしも白人居住地に近接する場所

とは限らず、良質な住居の多い近隣地区こそ

が彼らを引き付けうること、などへの注目で

ある。これに関連し、古典的な空間的同化論

第 2表　伝統的な空間的同化論と修正された空間的同化論の比較

伝統的な空間的同化論 修正された空間的同化論

1 文化的同化（英語や主流の価値観と慣習の採用）と

社会経済的上昇が結びついた諸過程は、空間的同化、

すなわち、優れたアメニティに恵まれた近隣地区へ

の移民の移動、が進むのを助ける。

1 （a）移民は、程度の異なる経済資源とスキルを持っ

て、到着する。ある者は、到着後ただちに、または

間もなく、住宅を獲得し良好な近隣地区に住めるよ

うになる。ある者は、例えば経済的な向上で、時間

の経過とともに、良好な住宅や近隣地区へと移動す

る。

（b）文化変容は経済的な上昇を高めるとは限らな

い。分節化同化理論によれば、少なくとも非白人の

移民にとっては、文化変容は、経済的進歩を遅らせ

貧しいエスニック集団の近隣地区での孤立を長める

かもしれない。代わりに、エスニック集団の近隣地

区は、非白人の集団にとって、選択的な文化変容と

いう優位性を提供するかもしれない。その結果とし

て、特定の集団の空間的集中の程度は、必ずしもそ

の集団に関する同化の進展の指標とはならない。

2 良好な近隣地区は、白人の居住者割合の高い郊外地

域となる傾向がある。白人は良好な住宅やアメニ

ティの優れた近隣地区に住む傾向があるので、白人

居住地への近接が同化の進展の代理指標である。優

れたアメニティに恵まれた近隣地区への移民の移動

は、「構造的同化」、すなわち、「第 1 次集団レベル

でホスト社会の仲間関係、クラブ、制度への大規模

な参入」という Gordon（2000: 67）のアイディアに

該当する。

2 優れた近隣地区は、白人の割合の高い郊外地域かも

しれない。しかし、そのような近隣地区は、混住が

進んだ地区かもしれないし、非白人を中心とする地

区であるかもしれず、必ずしも郊外にあるとは限ら

ない。鍵は住居や近隣地区の質からみた向上であり、

郊外における白人への近接性ではない。

3 移民は最初、製造業やサービス産業の低賃金の職へ

のアクセスが容易で、住居が比較的安価な、都市の

中心地域にあるエスニック集団の集住地に定着す

る。空間的同化は、こうした地域から郊外の白人の

多い近隣地区への分散を意味する（この分散は、エ

スニック集団の分業の弱まりを伴う）。

3 移民の最初の定着地は、同胞人口との接触、雇用の

存在、スキル、個人的富によって影響される。これ

が、ある集団を中心市のエスニック集団の多い近隣

地区に導くし、他の集団を直接郊外に導く。その後

の分散は、郊外方向に向かい、白人の居住地を指向

するとは限らない。分散とは、良好な住居や近隣地

区への移動と考えるのが自然である。分散は、選択

あるいは制約のいずれかによって、汎エスニック集

団の近隣地区に向かい得る。

Wright, et al. (2005), p. 119 による
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で想定されている、エスニックな少数派集団

の転出先における多数派集団の参照枠として

白人を自明視することの問題についても言及

し、それに代わって「白人性（whiteness）」

という概念の有用性に注目している。

さらに、Ellis, et al. の論文は、空間的同化

を論じるさいの移民世帯のパートナーの婚姻

状態や世帯構成に注目することの重要性を強

調している20）。異なるエスニック集団との

結婚の進展は、Gordon による同化の第 3 段

階で、婚姻的同化として注目されている。し

かし、経験的データに基づいて空間的同化論

の妥当性を検討して既存研究で、インターマ

リッジに着目する研究は多くなく、その意味

でこの論文は貴重である。分析結果をみると、

配偶状態に関する 3変数（配偶者の有無、イ

ンターマリッジ・カップル世帯の世帯主、イ

ンターマリッジ・カップル世帯の世帯主の配

偶者）の係数のいずれも、とりあげた 8集団

のほとんどで有意となっている。

空間的同化論にやや否定的な研究として

は、Freeman の論文がある21）。彼は、ニュー

ヨークとマイアミにおける外国生まれの黒人

の居住地パターンが、どのような要因に影響

されているのかを検討した。このさい、空間

的同化モデル、人種優先モデル（白人と黒人

の空間的関係を決めるさい、他の何よりも人

種がまさるとするモデル）、人種アイデンティ

ティ・モデル（エスニックな少数派としての

海外生まれの黒人を、米国生まれの黒人から

遠ざけ、白人との一定の統合を達成させると

いうモデル）という、3つのモデルのどれが、

最も説明力があるかを探っている。分析結果

は、人種優先モデルの説明力が最も高く、空

間的同化モデルの説明力は低い、と述べてい

る。ただし、この結論は、分析対象が黒人に

限定されており、彼らの社会経済的地位の向

上自体が一般的に弱く、そのことが、空間的

同化論の評価の低さにつながっている可能性

もある。

Ⅲ．多 元 論

ここで言う多元論は、1910 年代～ 1920 年

代に提唱された文化的多元論（cultural 

pluralism）の系譜につながるが、その影響力

は 20 世紀の半ばにはかなり低下していた。

しかし、米国の 1960 年代における公民権運

動の高揚や 1965 年の移民法改正、ならびに、

こうした新しい動きに連動した多文化主義の

興隆によって息を吹き返し、現代では一定の

影響力を回復するに至っている22）。

古典的同化論の批判としての多元論

（pluralism）は、アングロアメリカ的な文化

的規範に従うことなく、出身国の価値観を維

持しつつ米国の都市内に住む移民を念頭に置

いている。しかし、空間的同化論やヘテロロー

カリズム論と比較し、多元論は特定のエス

ニック集団の都市内居住が、どのような空間

的パターンをとるのかに関して明瞭な言明が

なく、あるにしても、せいぜい「モザイク」

あるいは「パッチワーク」という曖昧な表現

で言及されるにすぎない23）。これが、エス

ニック集団のセグリゲーションに関する枠組

としての多元論の弱点ともなっている。その

ため、多元論の妥当性を経験的データを使っ

て詳細に検討した研究は少ない。

例外的に、多元論を明確に視野に入れた貴

重な経験的研究としては、Peach の論文24）

がある。対象都市は、米国ではなくイギリス

のロンドンであり、移民の居住地選択に対す

る空間的同化論と多元論の経験的妥当性を比
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較している。ちなみに、本論文は、ヘテロロー

カリズム論が提唱された 1998 年の前年に発

表されており、当然ながら、ヘテロローカリ

ズム論への論及はない。

さて、Peach は、基本的な視点として、同

化に関する研究で重要な貢献を行った米国の

社会学者 Gordon による指摘を踏まえている。

すなわち、同化は、（1）文化的同化ないしは

行動的同化、（2）構造的同化、（3）婚姻的同

化、（4）アイデンティティの同化、（5）態度

受容的同化、（6）行動受容的同化、（7）市民

的同化、という 7 つの段階を経るという指

摘25）である。この中の段階（1）が多元論

モデルに該当し、段階（2）や（3）に進む集

団が、空間的同化論モデルに該当する、とみ

なしている。多元論の特色は、エスニック集

団の社会的閉鎖性や独自性に注目する点にあ

り、集団の成員の社会経済的地位の上昇がみ

られても、居住地の空間的分散は弱く、集住

地を維持する傾向がある、と述べている。

Peach の論文は、1991 年のセンサスのデー

タを使い、ロンドンにおける特に 3つのエス

ニック集団（カリブ系、バングラデシュ系、

インド系）に関する居住地の状況を検討して

いる26）。その結果、カリブ系は、居住地の

分散が進みインターマリッジや同棲の事例が

見られるうえ、1961-91 年の期間に都心部に

近い地区で人口の減少がみられ、郊外方向へ

の分散が進んでいることから、空間的同化論

を支持している、という。一方、バングラデ

シュ系は都心部周辺に、インド系は郊外部分

に居住地が多く、比較的明瞭な集住地を形成

している。両集団とも、1981-91 年に分散傾

向が弱く、集住が強化されている。こうした

知見に基づき、バングラデシュ系は多元論モ

デルが当てはまっているし、インド系は、コ

ミュニティの同質性が高く、インターマリッ

ジの事例が少ないため、空間的同化論よりは

多元論モデルに該当しよう、と述べている。

また、Chung and Brown 27）も、多元論を

用いた研究を行っている。彼らは、エスニッ

ク集団のセグリゲーションとその変化に関す

る、多元論を含む 4つの説明的枠組の経験的

妥当性を比較検討している。これらの枠組は、

同化（社会経済的地位の上昇以前の集住）、

階層化（住宅市場におけるエスニック集団へ

の差別による集住）、再起エスニシティ

（resurgent ethnicity、内集団におけるエスニ

シティの強い吸引力による集住）、市場主導

多元論（住宅市場関係者の思惑による集住）

である。1990-2000 年のオハイオ州コロンバ

スを対象とした検討の結果、全体的にみると、

再起エスニシティと市場主導多元論の 2つが

重要である、との結論に達している。

さらに、Brown and Sharma 28）は、上記論

文で採用した枠組を、米国の上位 49 都市に

拡張した研究であり、2000 年におけるエス

ニック集団の混住（intermixing）の程度、お

よび 1990-2000 年における変化を分析してい

る。得られた知見をまとめると、上述した 4

つの枠組のいずれかが抜きん出て優れてい

る、という訳ではない、という。階層化の枠

組は、1990 代から重要性が低下している。

エスニックな少数派集団の多様性スコアが混

住の程度に強く関係している一方、このスコ

アの各都市の全体値はそうなっていない、と

いう知見に関しては、分節化同化論やヘテロ

ローカリズム論のほうが妥当しているとい

う。混住の今後の状況を考察する場合には、

市場主導多元論が有望で示唆に富む、と述べ

ている。
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Ⅳ．ヘテロローカリズム論

空間的同化論および多元論の批判としての

ヘテロローカリズム論は、ホスト国に入国し

てまもないエスニック集団で、その時点で既

に支配層となっている移民の居住地に注目す

るもので、Zelinskyz and Lee の 1998 年の論

文29）によって一躍有名になった。ただし、

Wood によれば、彼らが「米国の都市部にお

ける現代のエスニック地理」と題する 1993

年の未公刊論文で、居住地の空間的近接がエ

スニックなアイデンティティやコミュニティ

の前提とはならなくなりつつあるという事態

をさして、ヘテロローカリズムという語句を

既に使っていた、という30）。

ヘテロローカリズムという用語は、「ほか」

を意味するギリシャ語の「heteros」と、場

所を意味するラテン語の「locus」をつない

だ造語として登場した。文字通りの訳として

は「ほかの場所」を意味するこの語句は、近

年の移民のエスニック・コミュニティが都市

内の集住地を欠いても存在しうることを示唆

している。ヘテロローカリズムの特色は、次

の 5点にあるという。

①　特定の国籍を持つ人口の居住地の空間的

分散

②　就業地と居住地の分離

③　空間的近接のないエスニック・コミュニ

ティの形成

④　20 世紀末以降の社会経済的・技術的な

諸条件のもとでの登場

⑤　都市という空間的スケールを超えたネッ

トワークの形成

この論文は、経験的データを用いた具体的

な分析は行っていないし、特定のエスニック

集団を取り上げている訳でもない。一応米国

の状況を念頭に置いているが、他の国々にも

妥当すると考えている。なお、上記の⑤で指

摘している点に関連し、ヘテロローカリズム

はトランスナショナリズムと結びつき得るこ

とにも論及している。同様の指摘は、

Hardwick 31）にも見られる。また、Halfacree

は、ヘテロローカリズムは反都市化現象の有

力な一面を担いうるという期待を寄せてい

る32）。

Zelinsky and Lee は、ヘテロローカリズム

論は、とくに 1965 年以降米国に流入したス

キルの高い移民に妥当する、と考えている。

この枠組は、移民の文化的アイデンティティ

の維持を重視する点で多元論と関係が深い。

また、ヘテロローカリズム論は、ホスト国に

入国する時点で、高い社会経済的地位を獲得

している移民を念頭に置いているので、集住

地がなくてもエスニック・コミュニティを維

持可能なことを示唆する点で、空間的同化論

を批判しているし、具体的な空間的要素を付

加することで多元論を拡張しているとも言え

る。

さて、次に、他の研究者によるヘテロロー

カリズム論の評価に目を向けたい。まず、好

意的な評価をしている研究としては、例えば、

Hardwick and Meacham の論文がある33）。こ

れは、オレゴン州ポートランドにおける 3つ

の難民集団の居住地の空間的パターンの分析

にさいし、ヘテロローカリズム論を理論的枠

組として利用している。また、Dennis は、

米国南東部の 15 都市に出現しているラ

ティーノのコミュニティに対するヘテロロー

カリズム論の適用可能性を、定性的・定量的

方法を用い検討した34）。その結果、これら

のコミュニティの多くが、社会的には結束し

ているが、空間的には凝集していないという
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ヘテロローカリズム論の主張を支持する結論

を得ている。

さらに、ニューヨーク州シラキュースを対

象に、外国生まれの移民の居住地選択を検討

している Kimber 35）の研究も、注目される。

この論文では、全体的に言えば、1965 年の

移民法改正以降に流入した外国生まれの移民

の居住地選択に関しては、空間的同化論はさ

ほど妥当せず、ヘテロローカリズム論がよく

妥当している、と述べている。また、論文中

で、移民の比率の高いセンサストラクトが、

都心部と郊外に二極化していることに言及し

ている。この点について、著者は、前者はス

キルが未熟練なため空間的同化論があてはま

り、後者は熟練したスキルを持ち、高い社会

経済的地位を達成しているために、ヘテロ

ローカリズムが妥当しているのではないか、

と述べている。取り上げた移民の中では、ア

ジア系移民にヘテロローカリズムが最もよく

あてはまっている、という。

他に、シカゴとニューヨークを対象に、ア

ルバニア系移民の多様な組織の役割の考察を

通じて、彼らのコミュニティの検討に焦点を

置いた Bushi の論文もある36）。この研究は、

空間的パターンの分析というよりは、14 人

の移民に対するインタビュー調査と参与観察

からみた移民の言説に注目している。ヘテロ

ローカリズム論がおおむね妥当すると述べて

いるが、個人ごとの差異にも言及しており、

それを「分節化ヘテロローカリズム（seg-

mented heterolocalism）」と呼んでいる。

さて、本稿で紹介してきた同化論、多元論、

ヘテロローカリズム論の 3つの枠組のすべて

を対象とし、同一のデータを使って妥当性の

比較検討を試みている Newbold and Spindler

の研究37）も、なかなか興味深い。ここでは、

シカゴに流入したヨーロッパ系、ラテンアメ

リカ系、アジア系の 10 か国出身の移民のセ

グリゲーションの状況が考察されている。結

果は、適用された 3つの枠組の中のいずれか

が、圧倒的に優れた説明力を示している訳で

はない。ラテンアメリカ系のエスニック集団

は、この集団の比率の高い地区がやや離れて

いるが、文化的独自性がみられるという点で、

多元論がうまく妥当しているようである、と

いう。他のエスニック集団は、空間的同化論

あるいはヘテロローカリズム論のどちらか一

方が妥当しているようである、と述べている。

著者たちは、他の研究も引用しつつ、アジア

系移民の中では、郊外への分散傾向を示す中

国系の集団には、空間的同化論の枠組があて

はまると述べている。

以上のような、ヘテロローカリズム論に好

意的な議論とは別に、ヘテロローカリズム論

に批判的な研究もある。その代表例が、

Wright and Ellis の論文38）である。彼らは、

Zelinsky and Lee のヘテロローカリズム論は、

いくつかの点で新しいけれども、移民の居住

地選択を米国社会への適応の一般的な尺度と

みなすという、同国の社会科学の伝統を継承

するものである、と述べる。しかし、その空

間的パターンが、ホスト社会への適応度のバ

ロメーターとみなすことを疑問視する。その

ため、このような視座を多少とも共有してい

る空間的同化論や多元論にも、同じく批判的

である。

彼らによると、移民の社会への適応は、い

まや都市内スケールではなく、地方というス

ケールで形成されつつある、という。また、

エスニック集団の集住地をはじめとする議論

のほとんどが、人種という点を中心として

様々な側面に及んでおり、移民の都市内のセ
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グリゲーションに拘泥する意味は小さくなり

つつある。こうした状況を踏まえると、米国

では地方レベルでの「移民の領域政治学

（territorial politics of immigration）」が重視さ

れるべきである、という。

Ⅴ．結　　び

本稿では、都市内におけるエスニック集団

の集住地やセグリゲーション、およびその変

化に関する既往研究のレビューとして、主に

米国を対象に検討されてきた空間的同化論、

多元論、ヘテロローカリズム論という 3つの

説明的枠組をめぐる研究動向を紹介してき

た。ホスト国における少数派としてのエス

ニック集団の集住をめぐる多様な実態が、い

ずれかの枠組に基づいて、具体的なデータに

即して詳細に検討されていることは、おおい

に参考となる。

本稿でのレビューの結果、3 つの枠組を用

いた経験的研究は、対象とした都市、データ

ソース、分析方法などの点で多様であり、い

ずれか一つの枠組の説明力が抜きんでてい

る、という訳ではないことが明らかになった。

かかる「混迷」は、上述のような多様性以外

に、それぞれの枠組の視点の違いにも起因し

ていよう。すなわち、空間的同化論は、基本

的に、ホスト国に入国後、とくにインナーシ

ティにいったん集住地を形成した後に、主に

郊外方向へと居住地を変えていくケースを対

象としている。しかし、多元論は、時間の経

過によるそうした居住地移動を必ずしも念頭

に置いていない。また、ヘテロローカリズム

論は、ホスト国に入国後まもない移民の居住

地の分散を、主たる対象として想定している。

つまり、各枠組の基本的な視点が、エスニッ

ク集団のホスト国への入国時期や、居住地で

の滞在年数、さらに集住地の形成の有無如何、

などの点で、当初から異なっていることを認

識しておく必要がある。

さて、本稿のレビューに関連して、日本に

おけるエスニック集団の集住地の研究に関し

て示唆的と思われる点として、とりあえず、

以下のことに言及しておきたい。まず、わが

国在住の外国人を対象に、特に空間的同化論

の経験的妥当性を考察するさいには、一定の

時間幅のあるデータによる検討が必要であ

る。特定の時点におけるデータから、この枠

組の検討ができないわけではないが、得られ

る知見にはおのずから限界があることに留意

すべきである。さらに、国勢調査報告のよう

な、居住地をはじめ各種のデータが集計化さ

れたレベルで公表されているソースによる分

析は、詳細な検討には不十分であるため、個

票データの使用が望ましい。

エスニックな少数派集団としての移民や外

国人の受け入れの歴史は、日米両国において

相当異なっている。そのことを念頭に置くと、

本稿で紹介した米国生まれの説明的枠組を日

本の事例に機械的に適用することは難しい、

という感触がないわけではない。しかし、日

本国内において、彼らがいかに集住地を形成

したり、それが時間の経過とともにいかに変

化していくのかという問題の考察には、本稿

で紹介したような先行研究の積極的な参照を

通じて、日本の都市を対象とした研究の手が

かりを得る、という態度を欠くことができな

いであろう。

〔付記〕本稿作成のきっかけとなったのは、

2018 年 12 月 1 日に開催された立命館地理学

会第 30 回大会での講演「在留外国人の地図

化とその政策的含意」である。講演にお呼び
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いただいた立命館地理学会に深く感謝申し上

げる次第である。本稿は、科学研究費補助金

基盤研究（B）「空間的同化論およびヘテロ

ローカリズム論からみた在留外国人の居住地

の地理学的検討」（研究代表者：石川義孝、

研究課題／領域番号 17H02426）による研究

の一部である。
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